
 

［都市建設部 道路管理課 所管］  

○地籍調査に要する経費（06010801） 88,051,189円（64,032,018円） 決算書 P252 

〈国・県：56,079,000円 その他：300,000円 一財：31,672,189円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県負：地籍調査費負担金                    56,079,000円 

・寄附金：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業寄附金   300,000円 

（目的） 

  地籍の明確化、測量の簡素化及び公租公課等負担の公平化が図られるとともに、土地の有効

利用・合理的利用のための基礎資料となる。 

（内容） 

  ・小泉Ⅰ･Ⅱ地区              A＝0.91ｋ㎡ 

    内容：登記 

  ・大谷口Ⅱ・小泉Ⅲ・矢作Ⅰ・大崎Ⅰ地区   A＝1.15ｋ㎡ 

内容：再立会 

・矢作Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ地区            A＝0.97ｋ㎡   

内容：FⅡ-2工程（原図作成）・G工程（地積測定）・H工程(複図作成)･閲覧 

  ・矢作Ⅴ・Ⅵ・大崎Ⅱ・Ⅲ・法師戸Ⅰ地区   A＝1.64ｋ㎡ 

内容：C工程(三角点設置)・E工程(一筆地調査)・FⅠ工程(細部図根測量)・FⅡ-1工程(一

筆地測量) 

（効果） 

  地籍調査事業の推進により、測量の簡素化、土地境界・面積等の明確化及び公租公課等負担

の公平化が図られた。 

 

○道路維持管理に要する経費（08020101） 261,900,095円（272,503,096円） 決算書 P266 

〈一財：261,900,095円〉 

（目的） 

  道路の除草や側溝清掃及び道路状況の悪化した箇所の舗装補修等の実施により、良好な道路

環境の維持管理に努める。 

（内容） 

  主な市道の維持管理及び修繕等 

・委託料    （雑草除去等委託）      11件    21,483,000円 

        （廃棄物処分委託）             7件   1,241,195円 

・工事請負費  （維持補修工事）        184件  221,599,000円 

・原材料費   （道路補修資材）                 5,675,247円 

・備品購入費  （軽トラック購入）            1,225,677円 

（効果）   

  良好な道路環境を保つことができた。 

 

○橋りょう維持に要する経費（08020301） 29,370,000円（16,687,000円） 決算書 P270 

〈国・県：14,638,000円 一財：14,732,000円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：道路メンテナンス事業補助金    14,638,000円 

（目的） 

橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、効果的な修繕対策を実施し、良好な橋りょう環境の維

持管理に努める。 



 

（内容）  

    ・委託料 （橋りょう定期点検委託）        61橋    21,934,000円 

            （四ツ家横断歩道橋補修設計委託）     1件     7,436,000円 

（効果） 

良好な橋りょう環境を保つことができた。 

 

［都市建設部 道路建設課 所管］ 

○１級路線道路新設改良に要する経費（08020201） 134,233,252円（120,119,166円）  

決算書 P268 

〈国・県：46,498,925円 一財：87,734,327円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：社会資本整備総合交付金（道路事業）                  46,498,925円 

（目的） 

坂東市内を結ぶアクセス道路として、より安全な道路交通の確保を図る。 

（内容） 

  道路用地の買収及び改良工事を実施。 

  ・工事請負費    （市道改良工事）          3路線      97,770,000円 

・公有財産購入費  （用地購入）繰越分          2件      8,546,292円 

  ・補償補填及び賠償金（工作物等移転補償）繰越分     3件     26,720,000円 

            （電柱移設補償）     東電  1件       258,760円 

                         ＮＴＴ 1件     685,200円 

                     （水道管移設補償）          1件      253,000円 

（効果） 

交通の利便性の向上等、道路機能を改善することができた。 

 

○２級路線道路新設改良に要する経費（08020202） 76,505,906円（42,778,703円）  

決算書 P268 

[企画部 特定事業推進課 所管 27,054,054円含む] 

〈一財：76,505,906円〉 

（目的） 

坂東市内を結ぶアクセス道路として、より安全な道路交通の確保を図る。 

（内容） 

  道路用地の測量及び買収、改良工事を実施。 

・委託料      （測量委託）             1路線      2,915,000円 

・工事請負費    （市道改良工事）          2路線      35,962,300円 

・公有財産購入費   (用地購入)              2件         385,600円 

・補償補填及び賠償金（工作物等移転補償）           1件      1,108,476円 

          （電柱移設補償）繰越分  東電  1件    6,787,976円 

                       ＮＴＴ 1件    2,072,500円 

（水道管移設補償）        1件       220,000円 

（効果） 

交通の利便性の向上等、道路機能を改善することができた。 

 

 

 



 

○その他路線道路新設改良に要する経費（08020203） 631,435,258円（436,837,258円）  

決算書 P270 

[企画部 特定事業推進課 所管 44,808,790円含む] 

〈国・県：138,532,000円 その他：8,193,706円 一財：484,709,552円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：社会資本整備総合交付金（狭あい道路整備等促進事業）      90,425,000円 

  ・国補：防災・安全交付金                    48,107,000円 

  ・諸収入：道路工事受託収入                    8,193,706円 

（目的） 

生活に密着した道路を拡幅整備し、緊急時の車輌の円滑な通過や交通の利便性を図る。 

（内容） 

  道路用地の測量及び買収、改良工事を実施。 

  ・委託料      （測量委託）           28路線      45,452,400円 

            （家屋等補償調査委託）     4路線    2,783,000円 

            （地質調査委託）        2路線     495,000円 

  ・工事請負費    （市道改良工事）         29路線     448,209,000円 

・公有財産購入費  （用地購入）             83件      17,890,729円 

          （用地購入）繰越分          13件      2,705,478円 

・補償補填及び賠償金（工作物等移転補償）          41件      36,482,077円 

（工作物等移転補償）繰越分      5件      4,677,254円 

          （電柱移設補償）     東電   7件      10,754,550円 

                         ＮＴＴ  8件    12,383,070円 

          （電柱移設補償）繰越分  東電   1件       1,254,210円 

                         ＮＴＴ  1件       111,000円 

                     （水道管移設補償）          6件     3,428,700円 

（効果） 

交通の利便性の向上等、道路機能を改善することができた。 

 

［都市建設部 都市整備課 所管］ 

○都市計画事務に要する経費（08040102） 10,111,442円（12,688,716円） 決算書 P272 

[都市建設部 道路建設課 所管 8,262円含む] 

〈国・県：2,809,836円 その他：2,485,150円 一財：4,816,456円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：街路交通調査費補助金                     2,632,000円 

  ・県補：被災住宅復興支援事業費補助金                   44,434円 

・県委：県事務処理特例交付金                      133,402円 

  ・手数料：開発許可等申請手数料                     1,991,500円 

  ・手数料：屋外広告物許可申請手数料                   464,650円 

  ・手数料：各種証明等手数料                        29,000円 

（目的） 

都市計画事務の円滑な運営のために必要であるほか、被災住宅復興支援利子補給を実施する

ことで、被災者に対して支援を図る。また、都市計画決定されてから長期未着手となっている

都市計画道路について、市の将来像に照らし合わせ、計画の継続、変更、廃止の方向性を判断

するための調査を実施する。 

 



 

（内容） 

・都市計画道路再検討委託料                        7,895,000円 

・都市計画図閲覧システム保守点検委託料                   418,000円 

・市有地管理委託料                               235,072円 

・被災住宅復興支援利子補給金                          44,434円 

 ・その他の経費                                     1,510,674円 

（効果） 

被災住宅復興支援利子補給を実施することで、被災者に対して支援を図ることができた。ま

た、都市計画道路を再検討することによって、現状の社会情勢に合せた都市計画を検討してい

くことができ、まちづくりの効果的整備に資することができた。 

 

○木造住宅耐震化支援に要する経費（08040103） 165,000円（77,000円） 決算書 P274 

〈国・県：110,000円 一財：55,000円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業）     82,000円 

  ・県補：木造住宅・ブロック塀等耐震化支援事業費補助金            28,000円 

（目的） 

  地震発生時における既存木造住宅の倒壊等による災害を防止するため、木造住宅の耐震診断、

耐震改修工事の支援を実施する。 

（内容） 

 ・木造住宅耐震診断委託料                               165,000円 

（効果） 

  耐震改修促進計画に基づき、民間住宅の耐震化を促進するための施策として、木造住宅の耐

震診断の支援ができた。 

 

○ブロック塀等の安全確保に要する経費（08040104） 566,000円（483,000円） 決算書 P274 

〈国・県：424,000円 一財：142,000円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業）    283,000円 

  ・県補：木造住宅・ブロック塀等耐震化支援事業費補助金           141,000円 

（目的） 

地震によるブロック塀等の倒壊を未然に防ぎ、地域の安全性向上を図るための施策として、

耐震性の低い危険なブロック塀等の撤去を促進する。 

（内容） 

 ・危険ブロック塀等撤去補助金                       566,000円 

（効果） 

  危険ブロック塀等の倒壊による被害を防止するため、危険ブロック塀等撤去支援事業を実施

する者に対して支援を図ることができた。 

 

○地域利便施設整備事業に要する経費（08040105） 23,857,040円（新規事業） 決算書 P274 

〈国・県：8,615,000円 一財：15,242,040円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：防災・安全交付金                         8,615,000円 

（目的） 

  休憩機能・情報発信機能に加え防災機能を兼ね備えた施設として地域住民をはじめ、道路利

用者にも安心して利用できる快適な空間を提供する。 



 

（内容） 

 ・一般廃棄物最終処分場モニタリング調査業務委託              462,000円 

 ・PA関連施設（公園）計画策定業務委託                  6,138,000円 

・調整池整備工事                            17,230,000円 

・その他の経費                                       27,040円 

（効果） 

  地域でつくる個性豊かな賑わいの場として人と物との交流の活性化に資することができた。 

 

○公園維持管理に要する経費（08040201） 109,056,336円（99,648,381円） 決算書 P276 

〈その他：4,106,083円 一財：104,950,253円〉 

＊特定財源積算根拠 

・使用料：行政財産使用料                                    423,993円 

・使用料：公園使用料                                        23,876円 

・使用料：プール使用料                        3,430,900円 

・使用料：幸神平公園テニスコート使用料                 49,500円 

・諸収入：電気使用料受入金                                177,814円 

（目的） 

常に公園内の遊具や施設の維持管理に努める。また、令和３年度に引き続き、しど谷津公園

の整備工事を行い、公園利用者が安全・安心に利用できる環境を整え、より多くの市民の利用

を図る。 

（内容） 

 ・市公共施設管理公社委託料                      16,133,251円 

・都市公園管理委託料                         43,204,000円 

 ・しど谷津公園改修工事                         11,950,000円 

・公園遊具改修工事                            3,509,000円 

・その他の経費                                     34,260,085円 

（効果） 

  都市公園を含む各公園の遊具や施設の適正な維持管理に努めることにより、公園利用者が安

全・安心に利用できる環境が整い、より多くの市民の利用に資することができた。 

 

 

 

 


